
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 重

点

戦

略 

全国をリードする 

「医療関連産業育成・集積戦略」 

プロジェクト 

◇研究開発・事業化の促進 

◇新規立地・拡大投資の促進 

 

山口県の瀬戸内沿岸地域は、医療関連企業が集積し、成長産業として発展が

期待できる高いポテンシャルを有しています。 
産学公や企業間の連携体制の強化など、企業の新規投資を呼び込む環境整備

を進め、日本有数の医療関連産業の集積を図ります。 



　

プロジェクト

No

 研究開発・事業化の促進1

目標
 産学公や企業間連携による活発な医療研究開発・事業化の実現
　
　・医療関連の事業化件数  ４年間（平成25～28年度）で１０件

現状と課題

　□　優れた立地環境
　　  ・　瀬戸内沿岸地域に全国トップレベルの医療関連産業が集積（原薬製造では全国第２位）
　　　・　大型医療機器関連企業の進出（平成26年度操業開始予定）
　　　・　少ない自然災害、豊富な産業人財、澄んだ水・空気
　□　研究開発における更なる産学公連携が必要
　□　地域のポテンシャルを活かす更なる企業間連携が必要

取組方針

　□　産学公や企業間連携による全県的な推進体制を構築します。
　□　新たな研究開発や事業化を支援します。
　□　研究開発機能を強化し、企業の先導的な取組をサポートします。
　□　国制度の積極的な活用により、資金や人財育成等において、企業の取組を支援します。

取組

□　全県的な推進体制の構築
　　・　「やまぐち医療関連成長戦略推進協議会」の設置
　　　　（医薬品メーカー、化学メーカー、大学、病院、県等が参画する全県的な組織）

□　「医療関連産業クラスター構想」の策定等
　　・　「医療関連産業クラスター構想」の策定及び国による地域指定
　　・  構想に基づく競争的資金等の優先採択
　
□  新たな研究開発・事業化への支援
　  ・  「やまぐち産業戦略研究開発等補助金」の創設・活用

□　医療関連分野における研究開発機能の強化
　　・　先進的な研究開発拠点機能の整備

□　国による産業集積地域制度の創設
　　・　「医療関連重点集積地域制度（仮称）」の創設・指定を要望
　　　　（税制、財政、人財育成への総合的な支援）

取　　　　　組

具体的な取組

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

工程表
全県的な推進体制の
構築

「やまぐち医療関連成長戦略推進協議会」の設置・運営

（産学公・企業間連携による研究開発・事業化の促進）

●

検討



「医療関連産業クラス
ター構想」の策定等

工程表

事業の概要

新たな研究開発・事業
化への支援

医療関連分野における
研究開発機能の強化

国による産業集積地域
制度の創設

検討

要望 先進的な研究開発拠点機能の整備

●

「やまぐち産業戦略研究開発等補助金」の創設

●●

◎イノベーションの推進

◎人財の育成

●

「医療関連重点集積地域制度（仮称）」の創設・指定を要望

「医療関連産業クラスター構想」の策定及び国による地域指定

構想に基づく競争的資金等の優先採択

研究開発・事業化の促進

医薬品

メーカー

化 学

メーカー

県

大 学

病 院

関係

機関

やまぐち医療

関連成長戦略

推進協議会

◎ 全国トップレベルの医療関連産業の集積

◎ 大型医療機器関連企業の進出

◎ 少ない自然災害、豊富な産業人財、澄んだ水・空気
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現状と課題

　□　優れた立地環境
　　  ・　瀬戸内沿岸地域に全国トップレベルの医療関連産業が集積（原薬製造では全国第２位）
　　　・　大型医療機器関連企業の進出（平成26年度操業開始予定）
　　　・　少ない自然災害、豊富な産業人財、澄んだ水・空気
  □  複雑多岐にわたる規制や長期の景気低迷等による投資意欲の減退

取組方針

具体的な取組

　□　企業の設備投資を積極的に支援します。
　□　重点的な企業誘致活動を展開します。
  □　企業ニーズを把握し、設備投資の制約となる規制について、その緩和を国に要望します。

プロジェクト

No

 新規立地・拡大投資の促進2

目標  投資環境の整備による新規立地・拡大投資の促進

取組

　
□  設備投資への支援
　 ・ 企業ニーズに応じた「企業立地促進補助金」の見直し

□　重点的な企業誘致活動の展開
　 ・ 優れた立地環境を活かした戦略的な企業訪問の実施

□　規制緩和
　 ・ 企業ニーズを把握し、国に対して設備投資の制約となる規制について、その緩和の
　　要望等

取　　　　　組 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

設備投資への支援

規制緩和

重点的な企業誘致活動
の展開

工程表

検討

優れた立地環境を活かした戦略的な企業訪問の実施

●

「企業立地促進補助金」の見直し

ニーズの把握

設備投資の制約となる規制の緩和の要望等

●首都圏セミナーの開催



事業の概要

《新規立地・

拡大投資の促進》

グローバル

な知の拠点

・大学等の知の

集積(有望技

術シーズと人

材)

・Ｒ＆Ｄインフラ

と地域の支援

機能

県内の中堅

中小企業群

・成長志向が強く

技術開発に熱

心な中堅・中

小企業群

参

画
参

画

《医療関連産業クラスターの形成》

① 持続的なイノベーション推進体制の構築

② 戦略的な研究開発の促進

③ 研究開発成果を活かした医療・福祉・介護分野に

おける新事業展開の促進

《産学公や企業間連携に

よる研究開発の加速化》
相乗効果に

よる好循環

高生産性、高い国際競争力、研究開発機能を有する素材・部材企業群

瀬戸内の産業力

・医療などを高度化する素材の供給基地（医薬品産業の集積）

・大型医療機器関連企業の進出等

企業のニーズ

大学等のシーズ
優れた立地環境
・澄んだ水や空気

・豊富な産業人財

・少ない自然災害




